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大規模稲作地帯における機械利用組合の機能と課題

新田義修・芦田敏文・木村 篤

甫か加甫・志賀永

Function and Problems of Co -operative Farm Machinery Contractor 
in Large -Scale Paddy Field in Hokkaido 

Yoshinobu NITTA， Toshifumi AsHIDA， Asushi KrMURA， 
Purujiap， Eiichi SHIGA 

Summary 

The price of rice has recently plummeted， following the implementation of that cuts rice acreage. 

Thus， in order to remain successful， farmers will be forced to change their farm manag巴ment，espe-

cially Large ~ scale paddy field. They have three choices: growing vegetables， expanding their of farm-

land and combining farming with a part time job. 

However， this n巴wpolicy will prove to be ultimately beneficial to the farmers. This paper describes 

land utilization system， the role of the machinery contractor and the benefit that the trustee's will re-

ceive. Co-operative Farm Machinery Contractor pushed forward with the land using farming system. 

The function of co-operative farm machinery contractor will ultimately benefit the through over in-

vestments， labor cost and balance of accepting area and income. On the other hand， trustees will be 

企eeto take on other part -time jobs and to plant vegetables or other profitable plants. 

1.はじめに

北海道の大規模稲作地帯，とりわけ南空知の稲

作地帯は，高率転作に加え， 1980年代後半以降の

米価低迷によって I負債問題jを象徴とする経営

問題に直面している。北海道の稲作地帯の経営者

は，1993年の大凶作を契機に翌年からの転作緩和

を受け入れるが，1995年以降再び転作が強化され

た。これに加えて，1997年以降米価が急落してい

るなか， 2000年の作柄が順当であったことから，

北海道産米価格はさらに低下し，転作の一段の強

化が日程に上っている。

今後も米の需要量が増加することが見込めない

ことから，米価の低下傾向は長期化することが考

えられる。この傾向に対応するためには，転作や

兼業などの稲作以外の所得を上昇させることに

よって，米の収入減を補う必要がある。兼業を含
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む稲作以外の経営対応は，個別農家の労働力，土

地，資本の保有状況に応じて異なった方向性が必

要となる。その際に，地域的な取り組み取みが必

要とされる転作に対して，様々な経営対応に補完

的な役割を果たす生産システムの調整機能のあり

方について検討する必要があるだろう。

以上の課題を分析するために，この開示された

「新たな麦政策JI新たな大豆政策」を背景とす

る「水田を中心とした土地利用型農業活性化対策

大綱jを積極的に活用し，機械利用組合を中心に

転作対応を行っている事例を分析対象とする。事

例は，一戸当たりの経営面積が北海道の中でも比

較的大きく，小麦や大豆の選択に規模の経済が明

確に現れる南空知の北村の機械利用組合である。

以下，機械利用組合が果たす機能と課題を，機械

利用組合に転作作業を委託する農家と機械利用組

合の構成農家に区分し，個別経営の経営対応，支
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援という視点から検討する。

2.事例対象地区の特徴と機械利用組合の比較

1 )事例対象地区の特徴

事例対象地区の特徴を表lからみると， H地

区は各農家の経営面積が小規模な地区であり， B

地区，T地区が大規模な地区である。B地区は1970

年代から規模拡大が進んでおり， T地区は1985年

以降，拡大傾向にある。農家戸数の減少はどの地

区においても進行している oB地区は1970年代に

農家戸数の減少が進んだが，1990年代に入り減少

率が低くなっている。また， T地区の1985年以降

と， H地区の1990年代以降の減少が顕著である。

1995年の専兼別農家割合をみると，3地区ともに北

村で専業農家率が相対的に高い。この中で， H

地区は1970年後半~80年代にかけて専業農家率が

低下している時期がある。図 1~3 に， H 地区，

B地区， T地区の1990年代の転作作物作付の動向

を示した。 1992年 ~94年にかけて大幅な転作緩和

が行われ，農家の転作対応に大きな影響を与えた。

この転作緩和以前の時期，転作緩和の時期，以後

の転作再強化の時期の3画期を意識しながら，主

な転作作物の作付動向の特徴を述べる。

第lに，どの地区においても小麦の作付面積が

減反緩和期に急速に減少しており，その後減反再

強化期に急速に増加している。どの地区も，小麦

は転作割り当て増減に対応するための作物として

の性質を持っている。北村は，小麦の収穫・乾燥

作業の委託申込みを農協が受け，これを機械利用

組合に配分するシステムを1970年代以降とってお

り，転作配分の変化に対して機械利用組合が果た

す役割は大きい。この 3地区の中ではここ 2年の

T地区における小麦作付の増加が著しい。

第2に， 1998年から T地区の大豆の作付面積

は急速な増加をみせている。これは，事例機械利

用組合である W法人において，転作助成金制度

の改正を踏まえて相対的に高収益な土地利用型作

物として大豆が導入され，その後の地域的な取り

組みによって成果をあげてきたことが最大の要因

である。他方でH地区， B地区における大豆の

作付は皆無といってよい。 T地区は転作助成金単

価の高い小麦の作付も増加しており，転作率(2000

年:45%)が北村平均(同:34%) と比べて大幅
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に高い。

第3に，野菜作付面積は，3地区の中ではH地

区において小さく， T地区， B地区において相対

的に大きい。減反緩和・再強化による転作面積の

変化に対しての野菜の作付面積の変化はみられな

い。野菜作付面積の大きいT地区， B地区では，

いずれも減反緩和において小麦の作付が大幅に減

少することと対照的に作付面積が維持されている。

第4に，小豆の作付は， B地区において相対的

に大きい。 B地区では1990年代初頭に20ha以上

の作付を行った。近年の作付面積はその当時より

若干減少している。小豆も減反緩和・再強化によ

る転作面積の変化に対して作付面積に大きな変化

はみられない。

以上の整理から 3地区の転作対応の特徴を述べ

ると， H地区では秋小麦に特化した転作対応， B

地区では秋小麦に加えて小豆と野菜に重点を置い

た転作対応， T地区では秋小麦，春小麦に加えて

近年大豆に重点を置いた転作対応が行われている

といえる。

2 )事例機械利用組合の比較

北村には計22組織の機械利用組合がある(註

1 )。これらの機械利用組合の多くは， 1970年代

後半から80年代初頭にかけて，構造改善事業を契

機にして設立された。機械利用組合を構成する農

家戸数は136戸であり，北村の農家数(1995年:

652戸)の21%を占めている。北村における機械

利用組合は，共同作業を行う作物によって 3形態

に分類できる。第 Iに，水稲のみの共同作業を行

う形態(9組織)，第2に，水稲と小麦の共同作

業を行う形態(12組織)，第3に，転作作物であ

る小麦と大豆の共同作業を行う形態(l組織)で

ある。以下では， 1990年代初頭の急激な転作緩和

とその後現在に至るまでの転作再強化に対応する

作業受託機能を分析する。分析事例として，上の

分類での第2の形態から H機械利用組合と B機

械利用組合，第3の形態から W 法人の 3組織を

比較することによって各地域の転作に対応する作

業受託組織の役割を明らかにする(表2)。

①H機械利用組合:事例とする機械利用組合

で最も早い1977年に設立された。設立当初から現

在まで受託農家の加入・脱退はなく， 8戸の構成
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表 1 事例地区の農家戸数、専兼別農家割合の動向

地区名 1970 1975 1980 

H地区 農家戸数 53 46 44 

農家戸数(減少率) (13.2) (4.3) 

専構専業 90.6 80.4 38.6 

兼成 I兼 5.7 13.0 54.5 

別比 E兼 3.8 6.5 6.8 

一戸当たり耕地面積 499 565 594 

B地区 農家戸数 39 36 29 

農家戸数(減少率) (7.7) (19.4) 

専構専業 89.7 86.1 79.3 

兼成 I兼 2.6 5.6 20.7 

別比 E兼 7.7 8.3 0.0 

一戸当たり耕地面積 656 721 917 

T地区 農家戸数 47 46 41 

農家戸数(減少率) (2.1) (10.9) 

専構専業 89.4 67.4 61. 0 

兼成 I兼 10.6 19.6 39.0 

別比 E兼 0.0 13目。 0.0 

一戸当たり耕地面積 663 685 778 

北村全体 農家戸数 1012 947 880 

農家戸数(減少率) (6.4) (7.1) 

専構専業 88.5 7].6 59.3 

兼成 I兼 9.7 22.8 38.1 

別比 E兼 1.8 5.6 2.6 

一戸当たり耕地面積 618 661 763 

資料:農業センサス集落カードより作成。

註)H地区は旧3集落、 B地区は(現) 2集落、

T地区は(現) 1集落で構成。

1990 1991 1992 1994 1995 1996 
西暦(年)

1985 

38 

(13.6) 

44.7 

50.0 

5.3 

656 

29 

0.0 

75.9 

24.1 

0.0 

923 

39 

(4.9) 

53.8 

43.6 

2.6 

829 

836 

(5.0) 

48.3 

47.6 

4.1 

815 

1997 

回秋小麦・春小麦口大豆ロ小豆・地力作物園ソパ・野菜・花舟

資料:北村役場資料より作成

註 1)1993年はデータ未入手

註2)単位:a、%

図 1 H地区における転作の動向(1990-2000)
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単位:戸、%、 a

1990 1995 

38 28 

0.0 (26.3) 

21.1 57.1 

65.8 39.3 

13.2 3.6 

667 823 

27 23 

(6.9) (14.8) 

48.1 43.5 

48.1 52.2 

3.7 4.3 

1，005 1，133 

34 28 

(12.8) (17.6) 

50.0 53.6 

38.2 46.4 

11. 8 0.0 

960 1，168 

783 652 

(6.3) (16.7) 

30.1 30.5 

60.9 63.8 

8.9 5.7 

850 1，023 

1998 1999 2000 
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資料北村役場資料より作成

註1)1993年はデータ未入手

註 2)単位:a、%

B地区における転作の動向(1990-2000) 図2
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2000 1999 1998 1997 1995 1996 
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日秋小麦・春小麦ロ小豆ロ大豆・その他豆圃てん菜・牧草囚エン麦・ソパ圃花舟口地力作物口その他・野菜花拝

資料:北村役場資料より作成

註1)1993年はデータ未入手

T地区における転作の動向 (1990-2000)

14 

図3

註2)単位 :a、%



大規模稲作地帯における機械利用組合の機能と課題

表2 機械利用組合の概要
H組合

設立年 1977年

受託農家数 8戸

B紐合

1988年

7戸

W法人

1985年 (T1機械利用組合として設立)

※2000年に有限会社W として法人化

6戸

設立目的 共同による機械の効率利用 共同による機械投資コスト削減 転作作物作業の外部委託を取り止め、共

同により実施するため

共同作業内容 [水稲]育苗・回植・ [水稲]収穫・乾燥 [小麦]収穫・乾燥

収穫・乾燥 [小麦]収穫・乾燥 [大豆]収穫・乾燥

[小麦]収穫・乾燥、防除 [小豆]脱穀

受託作業内容 [小麦]収穫乾燥・(防除) [小麦]収穫・乾燥

※水稲の共同作業は行わない

[小麦]収穫・乾燥

※水稲の受託は緊急のみ [小豆]脱穀 [大豆]収穫・乾燥

※水稲の受託は緊急時のみ

作業面積 (2000年)

受託農家 [水稲]60ha 

(共同作業)分 [小麦]20ha 

受託農家外 [小麦]収穫・乾燥:30ha 

(作業受託)分 防除:15ha 

機械調達 [組合所有]

(1999年)

[水稲]62ha 

[小麦]14ha 

[小豆]4ha 

[小麦]41ha 

[小豆]21ha 

[組合所有]

(20∞年)

[小麦]58ha 

[大豆]20ha 

[小麦J21ha 
[大豆]30ha 

コンノfイン 自脱型(5条)x 3 自脱型 (5-6条) x 3 

[リース(構成農家より)]

汎用型x3
普通型・リール式X1 普通型・リール式x1 

[リース(構成農家外、 OP付)]

普通型x1 

乾燥機 縦型 (50石)x 4 ラジアルピン型X4 10台(麦・大豆用)

ラジアルピン型(l5t)x 6 

縦型 (100石)x 2 

その他 田植機X4

ダンプX2

トラクターX3

資料.調査より作成。

である。受託農家は全て同じ (1日)集落に属して

いる。組合では共同作業としておよそ60haの水

稲の育苗，田植，収穫，乾燥作業 (2000年，以下

同)，およそ50ha小麦の収穫，乾燥作業を行って

いる。小麦は受託農家外からの作業の受託が含ま

れており，乾燥・収穫作業の受託を30ha，また

別に小麦の防除作業の受託を15ha実施している。

水稲委託作業は事故・病気などによる緊急的な委

託を除いて請け負っておらず，受託作業は小麦の

収穫・乾燥作業が主である。

②B機械利用組合 :H機械利用組合より10年

ほど遅く 1988年に設立された。設立当初は6戸で

あったが，1992年に l戸が新規に加入し，現在は

7戸で構成されている。受託農家は全て同じ集落

に属している。 B機械利用組合では共同作業とし

て62haの水稲の収穫，乾燥作業を(1999年，以

下向)，55haの小麦の収穫・乾燥作業を，それ以

外に25haの小豆の脱穀作業を行っている。この

小豆の共同作業は1995年からの実施である(註

15 

播種機×麦・大豆用各1

2 )。このうち水稲以外は受託作業を行っており，

小麦の収穫・乾燥作業は41ha，小豆の脱穀作業

は21haである。水稲の受託はH機械利用組合と

同様に緊急の場合のみの対応である。

①W 法人:前身は T地区に位置している T1

機械利用組合であり，1985年に設立された。 2000

年 7月より法人形態に移行している。 T1機械利

用組合の設立当初は同じ旧集落に属する 7戸から

構成されていたが，うち 2戸が離農し，さらに l

戸が機械更新時に新規投資の負担を回避するため

に脱退した。 1998年に農家2戸(旧集落は異なる

が，集落再編後は同集落に属する)が新規加入し

た。 W法人に組織改編をする時点の受託農家は，

この 6戸である。W 法人では共同作業として79ha

の小麦の収穫・乾燥作業 (2000年，以下向)，そ

して50haの大豆の収穫・乾燥作業を行っている。

大豆は1998年から導入され年々作業面積を増加さ

せている(註3)。前項で述べたように北村で唯

一大豆の作業を行う機械利用組合である。この受
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託農家内の共同作業に委託農家からの作業を実施

しており，小麦の収穫・乾燥作業で、21ha，大豆

の収穫・乾燥作業で、30haの受託作業を行ってい

る。

3.機械利用組合の作業受託機能

1 )委託農家に対する機械利用組合の機能

機械利用組合の転作作物の作業受委託機能を，委

託農家と受託農家に区分して機械利用組合の果た

す役割を分析する。

①H地区:経営耕地面積，作付，家族労働力，

兼業実施の状況について， H地区の機械利用組

合の委託農家と受託農家との比較を行ったのが表

3， 4である。 H地区の転作対応は全体として

秋小麦に集中していることは前節で述べた。委託

農家は，春小麦を加えた小麦が，転作作付面積の

96%を占めている。この小麦の収穫・乾燥作業は

全て H機械利用組合に委託されている。調査し

た委託農家6戸の経営主は，全て兼業に従事して

いる。就業時期は，夏場であり，就業日数は分析

対象とした他地域より多い。加えて経営主の配偶

者の兼業従事も多い。この時期の兼業従事は，転

作小麦の収穫・乾燥作業を機械利用組合に委託す

ることによって可能となっている。兼業収入につ

いては l人あたり200-350万円であり，経営主と

その配偶者両方の兼業収入をあわせると500-700

万円を得ている事例 (H2，H3) もみられる。

野菜作付が少ないのは H地区全体の特徴である

が，高齢化していることもあり，委託農家は作業

委託によって生じた労働力を主に兼業部門に投入

している。

②B地区 :B地区の転作対応は秋小麦に加えて

小豆，野菜が一定の割合を占めているところに特

徴がある(表5，6)。委託農家はこのうち小麦

の収穫・乾燥作業と小豆の脱穀作業を委託してい

る。 H地区の傾向とは異なって， B地区の委託

農家の経営主は夏場に兼業従事を行っておらず，

大半(6戸中 5戸)が販売用の野菜を作付してい

る。 B地区の委託農家は作業委託によって生じる

労働力を主に野菜部門に投入している。

①T地区 :T地区では秋小麦，春小麦に加えて

近年大豆に重点を置いた転作対応が行われている

(表7，8)。委託農家はこの小麦，大豆両方の

16 

収穫，乾燥作業を全てW法人に委託している。

T地区の委託農家の経営主は夏場の兼業従事を

行っておらず， B地区と同様に大半(9戸中 7

戸)が販売用の野菜を作付している。

2 )構成農家に対する機械利用組合の機能

①H機械利用組合 (H地区) :H機械利用組

合の構成農家の平均経営面積，転作率は委託農家

とほぼ同じである。経営主の兼業従事はないか，

あるいは冬期間のみが大半を占めている(自営業

従事のHlOを除く)。野菜の作付は自家野菜がほ

とんどであり (H1， HlOを除く)，販売用野菜

の作付は少ない。 H機械利用組合は他の2事例

と異なって水稲について春作業の共同作業も実施

していることから，この出役作業が野菜作付を制

約している側面もあると思われる。また， H機

械利用組合の受託収入は1999年で960万円であり，

これは組合の総収入 (4，403万円)の22%を占め

ている。しかもこの額は機械等の償還金と支払利

子(計851万円)をまかなう水準となっている。

②B機械利用組合 (B地区) : B機械利用組合

の構成農家の平均耕地面積は委託農家より 3ha

大きいが，平均転作率は委託農家とほぼ同じであ

る。 H地区と同様，経営主世代の兼業従事は少

ない。夏期については組合の出役の関係上難しい

といえるが，冬期についても一部の農家 (B4，

B 5)において兼業従事がみられるのみである。

H地区の傾向と異なるのは，受託農家において

も野菜の経営内における位置づけが大きい点であ

る。受託農家全てで販売用の野菜が作付されてお

り，受託農家の転作作物における野菜作付割合が

委託農家のそれと同じ水準になっている。 B機械

利用組合の受託収入は1999年で536万円であり，

これは機械利用組合の総収入(1，925万円)の28%

を占めている。この額は組合の減価償却費 (603

万円)をまかなってはいないが，その89%を充足

する水準となっている。

③W 法人 (T地区) : w法人の構成農家の平
均経営面積は委託農家より 4ha大きい。前節で

述べたようにT地区は北村の中で転作率が高い

地区であるが，その中でも構成農家の転作率は高

く，地区内の大規模層と位置づけられる構成農家

が積極的な転作作付の拡大を行っている。その転
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単位:a，% H地区調査農家の経営面積と作付 (2000年)表3

地力

作物

転作作物作付構成割合(%)

野菜

花井

転作率
秋小麦春小麦

転作

面積

水稲作
うち回
付面積

経営耕

地面積
農家番号

野菜花井の内訳
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1，588 
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兼業状況

続柄 就業先 形態

H地区調査農家の家族労働力保有と兼業状況
家族の良業従事状況 (18歳以上)

農家農業従事100日
番号 以上

構成農家

H 1 A47， B40， C77 

表4

年間収入

130-150万

40-50万

200万

引0-60万

時期(日数)

臨時 11月-3月(50日)

(80-90日)

日雇い (250日)

臨時 冬期

20-30万(30日)

通年

通年

冬期

A 土木

B JA 

E 

A 除雪

<兼業無し>

A 

A 土建(自営) 正

G コンサJレタント正

I 美容室 正

J 広告営業 正

E 除雪

<兼業無し>

農業従事なし農業従事1-100日

D74 

D64 

D86，G22 

D70 

D75， G24， 122， J21 

E25， F25 

A41 

A51， B45， C75， Hl9 

H2 A58，B54 

H7 A40，C68 

H8 A57，B51 

H9 

H10 

300万

250万

350-360万

350-360万

250万

130万弱

(6，000円/日)

(13，000円/日)

200万

160万

建設(札幌) 正 6月-3月(秋20日休)

建設(札幌) 正 6月-3月(秋20日休)
派遣会社 臨時 60r7月-3月

派遣会社 臨時 60r7月-3月

土木、除雪 臨時 (200日)

土建(札幌) 日雇い田植~稲刈(100日弱)

コンクリ作業員臨時 春・秋作業以外

工場(千歳)

土建 日雇い 6月-12月

土木 臨時 6月-12月(140日)

土木 臨時 6月-12月(140日)

A

B

A

B

A

A
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A

A

B

 

D86 

C78，D78 

C77， D75 

生一寸JF
 
7
 
ウkr
 
ンエスナ

る

蛮

す
南

鰍

ト

を
?
と

L
'
ヲ
」し

。

参

な

む

人

が

合

、
山
刊
ヰ
己

ツ

作

付

ベ

の

作

ヤ
菜
の

キ

野

パ

。

の

ソ

忠
は
川
内

1
山
市
白
一

3

5
ヰ
-
成
イ
用
は

α
鋭

校

引

H
4
2
一m
M
Z
F
h
九
一
作
サ
売
に

L

一

一

り

ク

販

合

;

'

了

i

l

l

-

v

j

一
よ
ハ
で
割

“お
MMWω
の
一
似
川
出

ω一
面
廿
・
・
小
付

一
'
'
一
資
訳

f
作

一

l
一
場
内
の
物

一3

5

2
一
役
の
み
作

M

M

M
却

印

侃

ωHH一師
ω
似
一
対
菜
の
力

一
，
，

L
一
北
野
菜
地

一

一

ー

の

野

の

一3
h
J

一
査
家
家
家

一

利

斡

調

濃

泊

良

家

一

家

家

均

一

訪

日

』

七

日

農

農

一

農

農

平

一

長

H
*
H

成

1

2

7

8

9

ω

u

u
一託

3

4

5

6

u

u
一
成
託
体

-
K
)
け
り

構

H
H
H
H
H
E
R
E
一委

H

H

H

H

E

E
一
構
委
全
一
幹
引
ド
ド
ぃ

-
v
z
-
E
E
 

Hll B64，E28 

H12 A62，B57 

委託農家

H3 A62，B59 

H4 A61，B59 

H5 A53，B48 

H6 A84，B46 

B33 

E23， G18 

A37 

A60，B54 

H13 C62，D62 

H14 

資料:農家調査、北村役場資料より作成。

註 1)家族の農業従事状況欄の記号は続柄を表し、経営主世代の夫=A、妻=B、父母世代の夫=c、妻=D、後継者世代の夫=

E、妻=F、その他構成員男=G，H、女=I，Jとした。
註2)兼業状況欄の…は不明もしくは調査未了を表す。

17 



第57号北海道大学農経論叢

単位:a，% B地区調査農家の経営面積と作付 (2000年)
営 水稲 転作作物作付構成害IJ合(%)
うち 転作転作

耕地 作付 fx小春小 一野菜
面積率 大豆小豆

面積 面積 麦麦 花井

表5

備考野菜花井の内訳
地力

作物
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構成農家

B1 

B2 

B3 

B4 

B5 

B10 

委託農家

B 7 1，173 1，163 741 422 

B 8 1，169 1，114 764 350 

B9 1，0811，061 712 349 

B12 1，054 994 648 346 

Bl3 910 900 575 325 

B15 743 733 465 268 

構成員平均 1，378 1，342 873 4ω 

非構成員平均 1，022 994 651 343 

全体平均 1，200 1，168 7百 406

資料:農家調査、北村役場資料より作成。

農家番号
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1，856 1，775 1，201 
1，343 1，323 689 

1，340 1，306 839 

1，340 1，305 905 

1，329 1，304 926 

1，061 1，041 678 

兼業状況

続柄 就業先 形態

B地区調査農家の家族労働力保有と兼業状況
家族の農業従事状況(18歳以上)

農業従事1

100日

表6

年間収入時期(日数)農業従事なし
農家
番号農業従事100日以上

構成農家

B1 A46，B42 

B2 A47，B45 25万/月

15万/月

30万

36-48万

70-80万

通年

通年

11-3月(30日)

6カ月(月25日)

冬期(60-70日)

正

正

臨時

臨時

<兼業なし>

G 運送会社

H 生コン

く兼業なし>

A 土木

B 昆泉

A 土木

く兼業なし>

119 

D72， G22， Hl9， 123 

120 

D85 B3 A55，B53 

B4 A51，B47，C75，D71 

300万

30万

正 (120日位)

12-2月

臨時 冬期(90日)

日雇い農閑期

100万位日雇い 6カ月(月11-20日)

臨時

員

雪

木

議

除

…

土

C 

E 

E 

A 

I 

J … 
く兼業なし>

B … 
E 岩見沢市

C78 

F27，126 

D82， 125 

I30，J27 

B5 A50，B46 

B10 A44，B38，D72 

委託農家

B 7 A35， B26， C60， D65 
B8 A50，E28 

B 9 A52， B51， E24 

B12 A59，B56 

B60，E35 

B13 A48， C78， D72 

B15 A63 

資料:農家調査より作成。

註は表4に同じ。

入は大豆の収穫・乾燥作業で266万円，小麦の収

穫作業で213万円であり，合計490万円となってい

る。またこれ以外に小麦の乾燥作業の受託収入が

あり，受託収入の合計は機械等の償還金 (475万

円)を十分にまかなう水準となっている(註4)。

以上の3事例の検討から，機械利用組合の転作

作物の作業受託の機能は，機械利用組合の委託農

家，構成農家の双方にメリットを与えている。前

18 

作作付は，ほほ小麦・大豆に特化している。法人

による大豆の導入後に，その作付を大幅に増加さ

せたことが高転作率をもたらしている。受託農家

の経営主は夏期に兼業従事を行っておらず，冬期

の兼業従事も少ない。また野菜(・花丹)の作付

は行われているが，その作付割合は小さい。この

ようにW法人の構成農家は，土地利用型転作部

門に力を入れている。 W法人の2000年の受託収
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単位:a，% T地区調査農家の経営面積と作付 (2000年)
経営、 水稲 転作作物作付構成割合(%)

転作 転作
耕地 作付 秋小春小 野菜

面積率 大豆小豆
面積 面積 麦麦 花井
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兼業状況

続柄 就業先 形態

表8 T地区調査農家の家族労働力保有と兼業状況
家族の農業従事状況 08歳以上)

農業従事 1-

100日
年間収入時期(日数)

60万

40万

通年

9-11月

日雇い 11-3月中

日雇い 4-10月

臨時

(100日)

(週5日)

G 測量設計

H JA 

<兼業なし>

A スポーツ庖

D 村役場

A JA 

B 内戦

C 乳検

D 温泉ホテjレ

<兼業なし>

く兼業なし〉

農業従事なし
農家
農業従事1∞日以上

番号

構成農家

T 1 A46， B46 正

臨時

G21，H20 

130 

C78，D74 

D61 

C69， D66 

T 2 A58， B54， E31 

T3 A37，B40 

T 5 A42，B40 

A スポーツ応

E 

A ガス会社

A ガス会社

C75， D74E22， G20，く兼業なし>

A JA 
Hl8 

B JA 

C 派遣会社

D 派遣会社

く兼業なし>

A タクンー運転手臨時 11-2月末

A … 日雇い 1カ月

50-60万

29万

56万

臨時 12-1月

臨時

日雇い 11月中-12月下

臨時 11月中-3月上

F29 

B31 

E29 

D69 

T8 A24，C60，D59 

T14 A37， C75， D67 

委託農家

T4 A51，B43 

T6 A54，B48 

T7 A41，B29 

T9 A43，B41，C72 

T10 A48， B49 

T11 A35， B35， C65， D62 100-150万

80万

120万

120万

(100-150日)

(150目前後)

(180日)

(120日位)

臨時

臨時

臨時

日雇い

100万

40万

19 

D83 

D92， G30， H28 

D88 

T12 A53 

T13 A60，B56 

T15 A65， B60 E24 

資料:農家調査より作成。

註は表4に同じ。
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者は，転作作業を委託することによって余剰労働

力が生じることから，これを野菜部門，もしくは

兼業部門に投入させて所得確保を行っている。後

者は，受託収入によって機械等の固定費部分の全

部もしくは大半が充足されていることから，受託

によって機械コストの低減が生じている。このよ

うに機械利用組合の転作作物の作業受託を通じて，

結果的に委託農家と構成農家との聞で水稲部門を

除く副次的な農家の経営部門(ここでは土地利用

型転作部門，兼業部門，野菜部門)のいわゆる

「分業」構造が見られる。

4.むすび

事例の機械利用組合の長所を委託農家と構成農

家に区分して整理するならば，委託農家は作業委

託による兼業従事，野菜生産といった代替就業機

会・所得の確保など，組合の構成員農家と同様の

料金水準で可能となっていた。これに対して，構

成農家は機械投資の抑制，出役による労働力調達，

出役労賃の兼業労賃並評価による収入確保(会計

上は利用料と出役労賃が相殺されるので利用料の

低下として現れる)，作業受託による就業機会の

確保，受託料収入による余剰確保などをあげるこ

とができる。

「水田を中心とした土地利用型農業活性化対策

大綱」によって，小麦・大豆を選択し，生産集団

の受託作業による土地利用集積型を目指すことに

より経営確立助成金の上積みを図ろうとする転作

対応志向が機械利用組合の受託作業量を増加させ

ている背景である。「大綱」は 5年間の措置であ

ることが明示され，以降は不透明のままである。

しかし， 1994年の転作緩和でも20%の転作実施が

要請された北村では，水稲+畑作(転作)の複合

経営の定着を検討されざるを得ないであろう。こ

うしたことを念頭におくならば，農作業受託を行

う事例の機械利用組合の取り組みを評価し，委託

農家・構成農家にかかわらず個別農家の野菜導入

や兼業などにより円滑に対応する体制作りが求め

られているといえる。

20 

[註1

(註 1)1990年の農業センサス調査における「生産組

織参加実農家数」が総農家数に占める割合は72.7%

であり，空知の市町村の中では北竜町に次いで2番

目である(空知平均は32.6%)0 1995年の農業センサ

ス調査においては減反緩和の影響があるため31.1%

にまで下降するが，それでも空知平均の20.3%を大

きく上回っている。

(註2)組合結成当時，各農家は組合とは別の単位で

それぞれ小豆の脱穀機を共有していた。しかし，こ

の脱穀機による作業は多人数が必要であり，準備に

手間がかかる等の問題点があった。そこでこの問題

点を解決するため，汎用コンパインによる脱穀作業

を1995年より組合で開始した。 30万円程度の装置を

汎用コンパインに装着することにより小豆脱穀が可

能になる。当初より受託農家の作業だけではなく，

受託作業を行う予定で導入した。また，刈り取りに

関しては組合とは別の単位で刈取機(小テーラー)

を共有し，個々で作業を行っている。

(註3)W法人における大豆導入に関しては，十勝か

ら異動してこの地区に赴任してきた普及員の指導が

大きかった。輪作の関係上，小麦以外の転作作物が

必要と認識し，コンパイン収穫のできる小粒種の大

豆導入を図った。 1998年に機械メーカーにオベレー

タ付で機械の提供を受け，試験的に13haを作付した

のが始まりである。技術的にも問題は生じず，その

後大豆の転作奨励金額が増額された追い風にも乗り，

受託面積も増え， W法人の大豆作付は大幅に増加し

ている。

(註4)償還金は2000年のデータが得られなかったた

め，1999年のデータを使用している。

[引用・参考文献]

[ 1 J牛山敬二-七戸長生編『経済構造調整下の北海

道農業』北海道大学図書刊行会，1990年， p486. 

[ 2 J白井普編『大規模稲作地帯の農業再編J北海道
大学図書刊行会，1997年， p274. 

[3 J陣内義人「農業支援システムの展開過程」黒河
功編『地域農業再編下における支援システムのあり

方.I，l997年， pp13-23. 

[4 J松木靖「土地利用再編問題と営農集団の機能」

『北海道農業1，1995年， pp.158-177. 


